
令和７年度介護保険施設等の
運営における留意事項について

（運 営 関 係）

東大阪市福祉部指導監査室法人・高齢者施設課



１．令和６年度末で経過措置期間が
終了した事項について



・業務継続計画未策定減算の経過措置が終了

対象：居宅指導療養管理と特定福祉販売を除く全サービス



・身体的拘束等の適正化の措置の義務化
対象：短期入所系サービス



・協力医療機関連携加算に係る経過措置が終了
対象：介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護医療院

協力医療機関連携加算をとっている場合、要件をすべて満たす場合はこれまで１月
１００単位でしたが、令和７年度より１月５０単位に変更になります。



・重要事項説明書を書面掲示に加え、
ウェブサイト掲載公表することの義務化
対象：全サービス



・令和７年度以降も経過措置中の制度



・特定施設入居者生活介護の口腔衛生管理の強化
（令和８年度まで） 対象：特定施設入居者生活介護



・協力医療機関との連携（令和８年度まで）
(対象：介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、 介護老人保健施設、介護医療院）



・利用者の安全や介護サービスの質を確保、職員の負担軽減
を検討する委員会設置について （令和８年度まで）



・令和７年度から施行

対象：短期入所療養介護、介護老人保健施設、介護医療院



２．令和６年度介護報酬改定について

・対象：全サービス
・厚生労働省のホームページに令和６年度の介護報酬改定に関する通知等が掲載されております。
・関係するサービスや事業所で算定している加算の要件等について、再度ご確認ください。

厚生労働省：令和６年度介護報酬改定について
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_38790.html



３．加算等の算定要件について
のお願い



①サービス提供体制強化加算
対象：全サービス

・サービス提供体制強化加算を届け出た事業所において、
翌年度以降においても引き続き同じ区分を算定する場合、
算定する年度の前年度（３月を除く。）の職員の割合の平均
が、算定要件を満たしているかどうかを必ず確認したうえ、
算定根拠資料を事業所内で保管してください。

・なお、確認の結果、算定要件を満たしていないことが判明
した場合は、速やかに当該加算の取り下げを行ってくださ
い。



②・日常生活継続支援加算
（対象：介護老人福祉施設・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護）

・入居継続支援加算
（対象：特定施設入居者生活介護）

・日常生活継続支援加算及び入居継続支援加算を届け出た
事業所において、届出月の翌月以降においても、事業所にお
いて入所者の割合や職員の割合が算定要件を満たしている

かどうかを毎月必ず確認したうえで算定根拠資料を事
業所内で保管してください。
・なお、確認の結果、算定要件を満たしていないことが判明し
た場合は、速やかに当該加算の取り下げを行ってください。



科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）について（厚生労働省ＨＰ）
ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｍｈｌｗ.ｇｏ.ｊｐ/ｓｔｆ/ｓｈｉｎｇｉ２/００００１９８０９４_
０００３７.ｈｔｍｌ
※１ 履歴操作マニュアル・よくあるご質問等
ｈｔｔｐｓ://ｌｉｆｅ-ｗｅｂ.ｍｈｌｗ.ｇｏ.ｊｐ/ｈｅｌｐ
（「様式情報の登録等の操作方法を知りたいとき」「５.２.２ 様式情
報の履歴を見る」参照）
※２ 科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的な
考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（老老発
０３１５第４号）
ｈｔｔｐｓ://ｗｗｗ.ｍｈｌｗ.ｇｏ.ｊｐ/ｃｏｎｔｅｎｔ/１２３０１０００/００１２３
３４４８.ｐdｆ

４．科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）について対象：全サービス







５．定員超過利用・人員欠如の留意点について

対象：全サービス

算定要件に「定員超過利用・人員基準欠如に該当しないこと。」が
規定されている加算について、定員超過利用や人員基準欠如に
よる減算が行われているか否かに関わらず、定員超過利用・人員
基準欠如に該当する月については、要件を満たさないことにな
りますので、ご注意ください。



【例】
５月に介護職員の員数が欠如（欠如の割合が１割以下）となり、６月に解消さ
れた場合の取扱い。
介護職員の人員基準欠如の割合が１割未満の場合、その翌々月から解消月
まで減算となるが、翌月の末日までに人員基準を満たすようになっていれば、
人員基準欠如による減算は行われない。（５月６月分ともに人員基準欠如に
よる減算なし。）
ただ、５月に人員基準欠如となっている状態であるため、算定要件に「人員
基準欠如に該当しないこと。」が規定されている加算（サービス提供体制強化
加算など）については、５月分の算定をすることができない。

また、介護老人保健施設においては、「人員基準欠如に該当しないこと。」に該当した場合、
基本サービス費のいわゆる基本型及び在宅強化型の算定ができなくなるため、当該月の基
本報酬はその他型の算定になってしまい多くの加算が算定できなくなりますので特にご注
意ください。



６．身体的拘束等に係る取り扱いについて

対象：全サービス

① 利用者または他の利用者等の生命または身体を保護するため緊急やむを得な
い場合を除き、身体的拘束等を行ってはなりません。なお、「緊急やむを得ない場合
」とは、次の３つの要件を満たすかを組織的に判断した場合です。

〔切 迫 性〕
利用者本人又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる可能性が
著しく高いこと

〔非代替性〕
身体拘束その他の行動制限を行う以外に代替する介護方法がないこと

〔一 時 性〕
身体拘束その他の行動制限が一時的なものであること



ア 事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方
イ 身体的拘束適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
ウ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針
エ 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための

方策に関する基本方針
オ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針
カ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
キ その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針

② 各サービスの基準において、次に掲げる措置を講じなければなりません。
１ 身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに
緊急やむを得ない理由を記録すること。

２ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、
その結果について、介護従業者その他の従業者に周知徹底を図ること。

３ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
指針に盛り込むべき項目は次のア～キの通りです。
特に「カ」の記載漏れが多く見受けられますのでご注意ください。

４ 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を年２回以上実施すること。



７．身体拘束廃止未実施減算について

対象：全サービス

身体的拘束廃止未実施減算についてですが、利用者に対して身体的拘束等を行う
場合の記録をおこなっていない場合、身体的拘束等をおこなっているか否かに関わ
らず

①身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催して
いない場合
②身体的拘束等の適正化のための指針を整備していない場合
③身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施していない場合

には、判明した月の翌月から最低３カ月間、身体的拘束廃止未実施減算として基本
サービス費の１００分の１０に相当する単位数の減算となります。その場合は速やか
に改善計画を提出し、判明月から３カ月後に改善状況を報告する必要があります。



地域密着型サービスは、原則として、事業所が所在する市町村に居住しており、当該
市町村の被保険者として介護保険料を納めている者が利用できるサービスです。
地域密着型サービスを利用するために、地域密着型サービス事業所へ直接住所を移
すことや、住んでいる実態や住む予定のないところに住所を移すことで、被保険者証

を取得することは不適切です。もしこのような事例が発覚した場合には、指導対象
となり、介護給付費の支給が認められません。

特に（介護予防）認知症対応型共同生活介護や地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護に入居の手続きの際には、住所が東大阪市の場合でも住所地特例施設（有
料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅など）に入居している場合には、他市の
被保険者であることも考えられますので、必ず介護保険の被保険者証で東大阪市の
被保険者であることの確認を徹底してください。

８．地域密着型サービスの不適切な利用について
対象：地域密着型サービス事業者



９．その他お知らせ 対象：介護老人保健施設

令和４年度より業務効率向上のため介護老人保健施
設の運営指導を２日に分けて実施しています。

２日間にかけて、介護老人保健施設、（介護予防）短期
入所療養介護サービス、（介護予防）通所リハビリテー
ションサービスを実施しています。

ご協力よろしくお願いします。



１０．サービス種別
事故報告内訳について

昨年度に受付したサービス種別事故報告の内訳を載せていま
す。概ね、どのサービスも「転倒」の事故種類の件数が最も多い
事故原因となっています。対策しても防ぎきれない事故もあり
ますが、次ページの表を参考に今後の運営事業および介護事
故防止等にご活用ください。







ご清聴ありがとうございました。


